
法教育推進協議会第１２回議事録

日 時 平成１８年１２月２２日（金）

午後３時～午後４時５０分

場 所 第一会議室（２０階）

法務省
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議 事

土井座長 それでは，法教育推進協議会の第１２回会議を開会させていただきます。

最初に本日の配布資料の確認を事務局の方からお願いいたします。

吉村参事官 はい，それでは配布資料の確認をさせていただきます。

配布資料１は本日，御講演をいただきます佐藤先生のレジュメでございます。「日本国憲

法の保障する「基本的人権」の意味について－「法教育」との関連において－」と題するも

のでございます。

配布資料２は，佐藤先生が用意してくださいました「公民を学んで」と題するものです。

配布資料３でございますが，これは教材改訂検討部会において現在，作成すべく検討中の

資料でございます。Ｑ＆Ａの目次の案となっておりますが，このＱ＆Ａにつきましては，本

日協議会終了後に検討部会を開催させていただく予定としておりますので，そこでさらに御

議論いただくつもりでございます。

そのほか，参考資料として「法教育シンポジウム」，これは１１月１９日，関係者の皆様

の共催，御後援のもとで開催させていただいたものでございますが，そのときに用いました

資料でございます。

それから，次回の日程につきましてあらかじめ御報告しておきますと，先日，事務局から

御連絡させていただきましたとおり，来年の２月６日午後３時からということで予定させて

いただきたいと考えております。

事務局からの御説明は以上でございます。

土井座長 どうもありがとうございました。

それでは，早速本日の議事に入りたいと思います。

本日も，前回に引き続きまして，各分野の専門の先生方からお話をお聞きするということ

になっております。本日は，近畿大学法科大学院教授で，京都大学名誉教授の佐藤幸治先生

においでいただきました。

本日は，本協議会に御足労いただき，誠にありがとうございます。

佐藤先生は，司法制度改革におきまして，法教育の推進に先鞭をおつけになられた方です

ので，本協議会の委員の方々に先生を今さら紹介するというのも何かという感がございます

が，簡単に私の方から先生の御略歴を紹介いたしたいと思います。

先生は，京都大学法学部教授として長らく憲法学の教鞭をとられ，私もその教え子の一人

なんですが，憲法学の第一人者として学会をリードしてこられました。現在も近畿大学法学

部・法科大学院教授として一線で御活躍になっておられます。

先生の多数の御著書の中でも，青林書院から出版されております「憲法」という基本書が

ございますが，これは法曹界あるいは憲法学会に強い影響力を与え続けております。

また，法制審議会委員，司法試験委員あるいは行政改革会議の委員等，政府においても要

職を歴任されてきたわけですが，わけても平成１１年からお務めになられました司法制度改

革審議会会長としての先生の御活躍が今般の司法制度改革の方向性を決定づける大変重要な

ものであったと思われます。

先生が審議会で中心になってお取りまとめになられました平成１３年６月の司法制度改革

審議会意見書では，司法の国民的基盤の確立を目指して司法教育の充実を提言されました。



- 2 -

その後の法教育研究会，そしてこの法教育推進協議会の活動は，この司法制度改革審議会意

見書に端を発したものでありまして，佐藤先生は，まさに法教育の生みの親ということにな

ろうかと思います。

さらに先生は，学校教育における憲法教育者として一線で御活躍になっておられ，教科書

執筆の御経験もお持ちになっておられます。そこで，本日は先生の深い御経験，御学識をも

とにして，「日本国憲法の保障する「基本的人権」の意味について－「法教育」との関連に

おいて－」と題して御講演を頂戴したいと存じます。

法教育研究会あるいは法教育推進協議会では，人権の尊重を，私が権利を保障してもらい

たい，私には権利があるのだというのと同じように，他人もまた権利を保障してもらいたい，

権利を主張するのだと考えているのだ，それが共存して権利を実現していくということなの

だから，当然，他人の立場というのも思いやるべきだという，そういう形で，人権の問題を

個人と個人の関係としてとらえてきた面もあるわけですが，そのようなアプローチが一般に，

憲法は国家権力を名あて人とするルールであるという考え方があるわけですが，それとどの

ように整合しながら考えていくべきか，こうした点を含めて，本日は先生から貴重なお話が

いただけるものと思っております。

それでは，佐藤先生よろしくお願いいたします。

佐藤先生 ただいま御紹介にあずかりました佐藤でございます。御招待いただいて，どうもあ

りがとうございます。

ただいま御紹介ありましたけれども，司法制度改革審議会の意見書は司法制度改革の３本

の柱の１つとして司法制度の国民的基盤の確立ということを掲げまして，その施策の一つと

して，司法教育の充実ということを挙げたわけであります。この点を関係者で真剣に受けと

めていただきまして，平成１５年の７月２９日に法務省に法教育研究会が設置されまして，

そこでの濃密な検討を経て，平成１６年１１月４日にすばらしいレポートをお出しになりま

した。

その後も土井教授を座長とする法教育推進協議会において，法教育の推進に関して検討が

進められているなど，関係者の真摯な御努力に対しまして，心から感謝と敬意を表するもの

であります。

今日の御招待は，私の専門の憲法学の立場から話してほしいという趣旨かと思いますが，

幾つかの点をお話しさせていただきたいと思います。

それで，平成１６年の１１月２１日に法教育のシンポジウムが開かれまして，その際に，

「なぜ今法教育か，国民の一人一人がよりよく生きるために」と副題を題しまして，お話し

させていただく機会を得たわけであります。その中で，高校の政治経済や中学校の公民に関

する教科書を見ると，憲法等に関する図式的説明が主で，生徒がどれだけ自らの問題として

実感し，そしてこれから統治主体，権利主体として，生きていく上での知恵にかかわる事柄

として理解できるだろうか。やや心もとないのではないかというようなことを，やや口幅っ

たいことを申し上げたわけであります。

そこには，かつて教科書を執筆したときの思いが反映していたことも確かでございます。

アメリカからの留学から帰りまして間もないころ，ですから１９７０年代の初めのころでご

ざいました。私も３０代そこそこでございましたけれども，某出版社発行の政治経済の日本

の政治の箇所を執筆することになりました。
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私の執筆した原稿をもとに，出版社の担当者あるいは現場の先生方などと議論して，これ

は２日，３日ぐらいの泊り込みでいろいろ議論したのでありますけれども，そこでの議論を

踏まえて最終的に確定するという，そういう作業でございました。その際，いろいろなこと

を感じたんですけれども，そのとき感じたことをいくつか申し上げておきたいと思います。

１つには，当時，かなりのところで民主主義信仰とでも言うべき雰囲気が強かったもので

すから，立憲主義あるいは立憲民主主義の意義を強調したんです。ところが，立憲主義とい

うのは明治憲法下で言われた話じゃないか，やや古い用法で現場の先生方の反応が少し気に

なるといったような意見が，当時強く存在したということを思い出します。

それから２つには，自由権から社会権へといった，これも憲法学会でもかなり強かった傾

向でありますが，そういうことを反映してだと思いますけれども，社会権の意義を強調する。

そういう強調することを求める声がかなり強くございました。そこで，私は，社会権にはい

ろいろな問題があるんだと。それから，むしろやはり自由権といったものを中心に考えてい

く必要があるんだということを強調するのにかなり苦心をしたという思い出がござます。

それから３つ目でありますけれども，私が後で大いに反省することになるんですが，国民

がそれぞれの自己の権利利益を守り，それを通じて法の形成に主体的に関わっていくという

方法であるところの裁判を受ける権利，３２条にございますが，これについて立ち入って論

及することがありませんでした。また，そのことに関連しまして，憲法に弁護人あるいは弁

護士という言葉が出てくるにもかかわらず，それには全く言及することがなかったのであり

ます。そして，現場の方からも，その辺りについて書いてくれというような要望がありませ

んでした。私自身が，その辺りにより気づいて入れるべきであったと，後になって非常にほ

ぞをかむことになるわけですけれども，そんなことがございました。

それから４番目には，以上申し上げたこととも関連するんですけれども，国家を与件とし

てとらえる傾向が非常に強かったということであります。国民主権を掲げていますから，皆，

国民主権，主権と言うんですけれども，そのとらえ方に微妙なものが，違いといいますか，

そういうものがあったように思われます。

１つの立場は，国民主権は掲げるんですけれども，国民が国政の真の主人公になると。国

民主権の実質化と言ってもいいかもしれませんが，それを必ずしも望んでいない。そういう

立場から，国家を与件として対象化して，結局は従前のように国家の官僚制的運営を是とす

る，そういう傾向が非常に底流に強いものを感じたところがあります。

他方，国民が真の主人公になるということを望むのですが，今は真の主人公になっていな

い。そのような立場から，同じく国家を与件として対象化してしまう。そして，その国家か

ら国民の利益になると思われるものを引き出せるだけ引き出そうと。利益要求主義といいま

すか，そういう傾向の強さというものも感じたものであります。

この政治経済は，相当期間，教科書として使われますが，絶版になります。しばらくして，

今度は別の出版社から中学校の公民の執筆の依頼を受けました。高校の教科書と中学の教科

書との違いということはもちろんありますけれども，執筆を取り巻く環境は相当違ってきた

なということを感じたものであります。

それでも，教科書を書くことの難しさということを思い知らされた点では変わらぬものが

ありました。１つだけ申し上げておきたいと思いますけれども，次のようなことがございま

した。
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当時，いじめの問題も取りざたされていたこともありまして，憲法の保障する基本的人権

の根底には，何よりも一人一人がかけがえのない存在である，そういうものとして大切にし

ようという考え方があるんだということ。そして，憲法１３条の前段の「すべて国民は，個

人として尊重される。」というのは，そういう考えを表現するものであるんだ。そして，い

じめといった行為はそうした考えに根本から反する行為であるということを強調して，これ

を基本的人権の解説の出発点としたわけであります。後で反省することになるんですけれど

も，この理屈を「人格の尊厳」といった言葉で表現しようとしたんです。人は，その容貌，

個性，才能等において一人一人みんな違っている。けれども同時に，だれもがかけがえのな

い誇りを持った存在としてひとしく尊重されなければならない共通の属性というものを持っ

ていると観念しなければならないんだ。それを「人格の尊厳」という言葉で表現されるんだ

というような趣旨のことを書いたのであります。

ところが，「人格」とか「人格の尊厳」とか，難し過ぎるということで猛反発を受けまし

た。非常に信頼する編集者が，「先生の考え方はわかるけれども，少し難し過ぎる，現場の

抵抗感も相当あるように思われる，何とかなりませんか」と言ってきました。信頼する編集

者がそう言うんですから，それは結局，やむを得ないなと思い，折れたのであります。確か

に，中学生に「人格」とか「人格の尊厳」といったような表現は難し過ぎるかもしれない。

それから，私の説明も，その当時の説明も決してわかりやすいものとは言いがたい，自分の

一人よがりであったのではないかというように反省もしました。

しかし，同時に，なぜこうも強い抵抗感が現場の先生方にあるのかというようなことも思

ったものであります。結局，いじめといった記述もともに皆流されてしまったわけでありま

す，難しいということでですね。いじめは人権の問題ではないのかとそのとき開き直ったよ

うな思いもしたものでありますが，後でいろいろな人と冗談まじりでいろんな話をしました

けれども，そのとき，いじめの問題を人権の問題として扱うと，先生が生徒を怒ったときに，

人権侵害だと言われたらどう答えたらいいんですかとか，これは半ば冗談な話ですから，余

り真剣に受けとめるとえらいことになるんですけれども，あるいは，そういうことだと，人

権の問題をいじめの問題だというような次元でとらえると，学校の管理運営上，いろいろ難

しい問題が発生しそうだというようなことも聞いたことがあります。

結局，人権というのは，対国家権力，政治権力との関係で説明するのがわかりやすいとい

うような，そしてまたそれが無難だというような，そういう雰囲気があったのかなと，これ

は正確なことはわかりませんが，非常に強い抵抗感があったことは確かです。

こういうわけで，人権の歴史的な起源とか，人権には自由権と社会権などがあるとか，あ

るいは新しい人権というのはどういうものがあるか，あるいはいわゆる部落差別はいけない

ことだとか，そういう説明は受け入れられるけれども，否，そういうことが求められている

ところであって，そもそも人権とは何か。なぜ，何を根拠にして人権といったものが観念さ

れなければならないのか。あるいは，それを現実化するために一人一人の人間が何をしなけ

ればいけないのかというようなことを正面から問題にしてはならないのかなというようなこ

とを思ったものであります。

しかし私の中学，高校時代を振り返って思うのですが，この時期，中学，高校の時期とい

うのは，大人の世界の偽善を鋭く糾弾し始める年齢であるように思います。偽善なる大人た

ちが勝手に自分たちに，あれをするな，これをするな，よき人であれと，建前だけを押し付
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けてくる，そういう思いをやはり多かれ少なかれ，この年齢の時期はしているのではないか

と思うわけであります。しかしながら，この当時になりますと，ほとんどの中学生が高校に

進学する。そして，半数近くの高校生が大学に進むというような時代になってくると，こん

な問題に真正面からぶつかるというのは，あまり賢いことじゃない。建前上の図式として暗

記すればよい。換言すれば，暗記しやすいような図式として教えてくれればよいといった雰

囲気が強くなっているのかなというような感じもしたところであります。

以上，申し上げたのは，やや私の被害者意識の反映かもしれませんけれども，そんなこと

を思った次第であります。

こういうこともあって，私はみずから執筆するというのはなかなか難しいなということで，

いわば編集代表の立場に回ることにいたしました。今日，資料２の一枚紙のものを配布させ

ていただきましたが，私はこのような趣旨のことを中学で教えてほしいというような思いも

込めて書いたものであります。

現在も編集代表の立場を務めておりますけれども，正直言いまして，この公民の内容も随

分変わってきたということも確かだというように思います。各種出版社から出されている教

科書を広く読んだわけではありませんので，断定的なことは申し上げられませんけれども，

基本的人権の保障の根底には，何よりも一人一人がかけがえのない個人としてお互いに大切

にしなければならないんだという考え方があるといった記述も見られるようになってきてお

りますし，それから人権の種類の一つに救済を求める権利というものが挙げられて，裁判を

受ける権利の意義が説かれる。あるいは，弁護士の役割などが大きく取り上げられるように

なる。さらに，裁判員制度の意味について言及しているものも出てきているというようにな

ってまいりました。そういう意味で，かなり時代とともに変わってきているというように思

いますし，その点について非常に私自身，評価しているものであります。

けれども，従来の教科書の基本理念，構造が変わったかというと，それはなお，いろいろ

な問題を抱えているということも否定できないように思われるわけであります。

岡山大学の大学院生の矢吹さんが最近「法教育の意義と課題，司法制度改革における法教

育と道徳教育，公民教育との比較に」という副題でお書きになっている論文を頂戴しました

けれども，その中でこういう一説があります。

「我が国の学校における法に関する教育は，現在のところ学習指導要領のもと，憲法教育

を中心とする公民教育と道徳教育を通じて行われている。しかし，この教育は法を主体的，

能動的につくる国民ではなく，法を既存のものとして客観的，受動的に扱う国民の育成とな

ってしまっていると考えられるのではないだろうか。」という一説がございます。私もそう

した思いを共有するものであります。矢吹さんは，その具体的なあらわれとして，例えば基

本的人権と統治機構とが全く別個の問題として記述されていて，両者をつなぐ根底に流れる

ものの教育がなされていないというようなことを御指摘なさっておられます。

それから，憲法学習が受験のために正解を記憶する教科学習となっていて，コミュニケー

ション能力，多様な意見を調整し合意を形成する能力を育成する場になっていないというよ

うなことを指摘しておられます。その中で，土井教授がこの研究会で教科書を読んだ印象と

して，システム先行型の教科書で，システム側からの体系化をしているために個々人のコミ

ットメントという視点がごっそり抜け落ちている，知識先行型の教育になっているというよ

うな御発言が紹介されておりましたけれども，非常に共感するものがあったところでありま
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す。

それで，私の経験ということをお話しさせていただきましたが，資料１のⅢに移らせてい

ただきます。

先ほど，いじめの問題の扱い方について，私の失敗経験に触れましたけれども，実はここ

に，憲法とは何か，その憲法によって保障されている基本的人権とはどういう性質なものな

のかにまつわる根本的な問題が潜んでいるように思われます。その点について，順を追って

少し申し上げたいと思います。

まず，日本国憲法１１条，資料１にも挙げておきましたけれども，１１条にはこういうよ

うに書いてあります。「国民は，すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国

民に保障する基本的人権は，侵すことのできない永久の権利として，現在及び将来の国民に

与へられる。」と。なお，人権は人類の苦闘の成果だというような趣旨のことがある９７条

も御参照いただければと思いますが，そういう規定になっております。

この前段では，１１条の前段では，基本的人権なるものの存在があらかじめ想定されてい

て，そして国民はそのすべてを享有するんだというようにされているところに注目していた

だきたいわけであります。

そうすると，直ちに浮かぶ疑問は３点ございまして，１つは，そもそもあらかじめ存在し

ていると想定される基本的人権なるものは一体何なのかということが，まず疑問として浮か

んでまいります。

それから，その２番目に，そのような基本的人権は，どのような内容を持って，何を根拠

にして認められているのかという問題が２番目にあります。

そして３番目は，１１条の前段の「基本的人権」と，それから１１条後段の「この憲法が

国民に保障する基本的人権」というのとの関係はどうなのかという問題であります。言いか

えますと，憲法は御承知のように各種の権利事由をいろいろ列挙して保障しておりますけれ

ども，「この憲法が国民に保障する基本的人権」とは，憲法が列挙しているそのような権利

事由のことなのか，そうでないのかという問題であります。

以上の３点の問題が，この１１条に関連して直ちに生じてくる疑問であります。

まず最初の，基本的人権とはそもそも何かということでありますが，これは難しく議論す

ると際限のない話なんですけれども，ごく簡単に，どの憲法の教科書でも言われているのは，

人間がただ人間であるということによって当然有する侵してはならない権利のことであると

いうように説かれているところであります。基本的人権の固有性，普遍性，不可侵性という

ようなことが指摘されているところであります。

したがって，基本的人権は，生来の権利，自然権であるというように説かれてきていると

ころであります。これは日本だけじゃなくて欧米でも，こういう種のことが言われるわけで

ありますけれども，仮に抽象的な定義としてこれを受け入れるとして，２番目に，第２の疑

問，そのような権利，それを受け入れるとしてですね，そのような権利は，どのような内容

を持って，何を根拠にしてそういうものがあると認められるのかということであります。

この点，いわゆる自然法論，自然法というものがこの世にあって，それが保障しているん

だという自然法論に立てば，事は簡単です。けれども，これはなかなか難しい。憲法発足当

初はそういう説き方をされましたけれども，現在は自然法論を正面から承認して，それで説

明するということは，憲法学ではほとんどないと言っていいのかもしれません。
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そうすると，一体何を根拠にそのような基本的人権があるのか，考えられるのかという話

になってまいります。自然法を想定できないとすると，結局それは個人と社会，国家の関係

のあり方に関する議論，これらを英米などではモラルセオリーと，直訳すれば道徳的理論と

いうことになりますが，哲学的に個人と社会，国家の関係のあり方に関する道徳的理論とい

ったものを想定しなければならない，ということになってくるわけであります。そうすると，

モラルセオリーというのはどのようなものであるのかということを問わなければならないと

いうことになってまいります。

この今の問題に直接お答えする前に，３番目の問題，１１条前段の「基本的人権」と，そ

れから１１条後段の「この憲法が国民に保障する基本的人権」との関係の問題に最初に触れ

ておきたいと思います。

この点に関する制憲議会，憲法を制定した議会における政府側の考え方なんですけれども，

実はこの点も土井教授が論文で詳細に明らかにされているところなんですが，それによりま

すと「『この憲法が国民に保障する基本的人権』とは，後続規定で列挙する権利事由に限ら

れるのではない。まさに前段に言うすべての「基本的人権」を保障するというものであ

る。」という考え方でありました。つまり，自然権的性格を有するすべての基本的人権を後

段によって，法的，憲法的な世界へ取り込んで実定法上の権利として保障する趣旨であると

いう理解であります。したがって，憲法の諸規定で列挙された権利事由以外でも，なお基本

的人権と目すべきものは憲法１１条によって補充的に保障されるという解釈もあり得るとい

うことになります。

そのように解釈するのかということですが，この問題に関連して，お答えする前に１３条

について触れておく必要があります。この点については，後で触れることにしまして，今の

点，ちょっと頭に入れていただいて，ここでは先ほど触れた２番目のモラルセオリーとは何

か，これについてまずお話し申し上げたいと思います。これは１３条の話になるわけです。

基本的人権を支えるモラルセオリーとは何かということを考えるに当たって，その手がか

りを与えるのが憲法１３条であるというのが私のかねての理解なのであります。では，１３

条はどういう規定かと申しますと，レジュメにも書いてありますように「すべて国民は，個

人として尊重される。生命，自由及び幸福追求に対する国民の権利については，公共の福祉

に反しない限り，立法その他の国政の上で，最大の尊重を必要とする。」という規定であり

ます。

ここには，個人の尊重が国政のあり方の基本にかかわるということが示唆されております

し，ちなみに憲法２４条には，御案内のとおり，家族生活に関するあり方に関して，個人の

尊厳ということがうたわれているということは御承知のとおりであります。そこで，この個

人の尊重あるいは個人の尊厳についてが何かということになりますが，実はこの点について

もさまざまな理解がありますけれども，私は次のように考えてきました。

それは，一人一人の人間が人格的自律の存在として最大限尊重されなければならないとい

う趣旨だということであります。そして，同条，１３条の後段は，この前段の趣旨を受けて，

人がそのような存在として自己を主張し，そのような存在としてあり続ける上で不可欠ない

しは重要な権利を「生命，自由及び幸福追求に対する国民の権利」というように包括的にひ

とまとめにして，いろいろな権利自由を，包括的に保障するという趣旨ではないかというよ

うに考えてきているわけであります。
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そして，憲法に言う基本的人権の根拠となるモラルセオリーは，この１３条に示されてい

るところを核として，それを中心的な内容としているのではないかというように考えてきた

のであります。

１３条が，その意味で日本国憲法の基礎であるということであります。１３条が日本国憲

法の基礎であるということは，これも代表的な学説がほぼ一致して説いてきたところと言っ

ていいかと思いますが，私はより特定的にこのように理解してきたということであります。

つまり，先程申し上げたことですけれども，それは基本的人権を根拠づけるモラルセオリー

の内実を示すものであるというように捉えてきたということであります。したがって，基本

的人権を根拠づけるモラルセオリーは，各人がそれぞれの自己の幸福あるいはよき生を追求

して懸命に生きる姿というものに本質的な価値を認める。この点，比喩的に各人はいわば自

己の生の作者であるというような言い方をしてきておりますけれども，そのよき生を追求し

て懸命に生きる姿に本質的な価値を認める。手段的な価値ではなくて，本質的な価値を認め

て，そしてその価値を最大限に尊重しつつ，人の共生を可能とするような社会，国家のあり

方を考えようとするセオリー，これが日本国憲法の基本的人権を支えるモラルセオリーだと

いうように考えてはどうかというように説明してきたわけであります。

このセオリーにありましては，各人にそのように生きることを可能ならしめる基本的な権

利がある。つまり，モラルセオリー上の権利がある。端的に，基本的人権とはまずはモラル

ライツだ，そういうように考えていいのではないか。そのモラルライツが，日本国憲法が言

う基本的人権ということではないかということになります。ですから，基本的人権はまずは

憲法前に理論上存在すると想定される権利，すなわち生来の権利，自然権というべきもので

あるということになります。

憲法１１条は，そのような権利を憲法上の権利として保障しようとしている趣旨ではない

か。さらに，１３条の「生命，自由及び幸福追求に対する国民の権利」とは，その保障を包

括的にとらえたものということになります。この幸福追求権が今申し上げたようなことであ

るという，つまり人が人格的自律の存在として自己を主張し，そのような存在としてあり続

ける上で不可欠ないし重要な権利を包括的にとらえたものであるということになりますと，

幸福追求権というのは，人格的自律のための権利，すなわち人格的自律権と端的に言っても

いいのではないか。しかも，この１３条の人格的自律権は，各種の権利がそこから流出，派

生してくる大もととなる権利であるという意味で，基幹的な人格的自律権とでも称すべきも

のではないかというように説明してきたわけであります。

そして，この基幹的，人格的自律権は，憲法の個別的条項に明記された権利事由以外でも，

人格的自律にとって不可欠ないし重要なものを補充的に保障するという役割を引き受けると

いうことになります。

そんなことで説明を，やや抽象理論的でおわかりにくいところがあったかと思いますけれ

ども，そんな筋道で考えてきたわけであります。

今，哲学的なモラルセオリーというような言い方をしましたけれども，決して基本的人権

ないし幸福追求権あるいは人格的自律権が何か超越的，神秘的なものだというように考えて

いるわけでは決してありません。それは，すぐれて歴史性，経験性を踏まえたものだという

ことを強調しておきたいと思います。そのことは制憲議会における議論に照らしても言える

ことでありますし，さらに憲法９７条に照らしても言えることだ。決して観念論を展開しよ
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うとしているわけではないということを強調しておきたいと思います。

こうした私の主張に対しましては，カント哲学を基礎にしているが，その論証が十分でな

いといった指摘を受けてまいりましたし，あるいはカント哲学を基礎としているがゆえに間

違っている。人権論は現実のありのままの人間を前提とすべきものであり，ありのままの人

間は決して自律的存在ではない，そういった批判が投げかけられてきました。今，こうした

点に立ち入ってお話しすることはいたしませんけれども，そういう批判や指摘はございまし

たけれども，個人の尊重の意義や基本的人権の本質に関しまして，最近は広く，自律という

言葉が使われるようになってまいりました。そして，それとも関連して，自己決定権という

ことも憲法に関連しているものだというように言われるようになってまいりました。

ただ，「人格」とか「人格的」といった用語については抵抗感を覚える向きもなお強いよ

うに思われます。日本では，「人格」というと，何か非常に独特の道徳主義的な受けとめ方

をされる傾向があるようでありまして，そこからくる拒絶感かもしれません。ただ，私には

「人格」とか「人格的」といった表現に，ある種の強いといいますか，こだわりを持ってま

いりました。いろいろな理由がありますけれども，１つは，ありのままの国民というのは本

当にさまざまだけれども，一人一人が国家を構成し，国家と対等に対峙し得る「人格」とい

う属性の持ち主であるということを譲れない線というように考えてきたということがありま

す。

明治憲法下では，国民は臣民でありましたし，そしてドイツ法の影響もありまして，国家

との関係での国民の人格性というのは相当怪しいものであったと申し上げなければなりませ

ん。ここは私法と違うところなんですね。私法の領域では，人格というようなことはもう言

われてきましたけれども，国家との関係において個人個人の人格ということが，かなりあや

ふやなものであったということもございまして，日本国憲法のもとで一人一人が人格を持っ

た属性，そういう属性を持った存在として国家と対等に対峙し得る存在だということを力説

したかったということが一つあります。

それから，このこととも関係しているんですけれども，名誉権とかプライバシーの権利な

どを憲法上の権利として根拠づけ，その保護を図りたいという思いがあったことであります。

現在でも，名誉権とかプライバシーの権利が憲法上のものだというと，それが受け入れられ

てきているわけですけれども，そういうものだから表現の自由が軽んじられるようになって

きているんだといった指摘もあるわけでありますけれども，それだからといって名誉権，プ

ライバシーの権利が憲法と関係ないというのは，私には非常に強い抵抗があるところであり

ます。むしろ，両者とも憲法上の権利自由だとした上で，表現の自由の意義に照らして，そ

の保障のあり方を真剣に考える必要がある，いわゆる表現の自由の優越的地位の論でありま

すけれども，そういうように考えるべきだと思っているところであります。

それから３番目でありますが，今述べたこととも関連するんですが，日本国憲法に言う基

本的人権とは，人と人，あるいは個人と社会，国家との関係のあり方に関する道徳理論上の

考え方，約束事の反映なのだということを明らかにしておきたいという思いがあったという

ことであります。

かつて人が人権を享有する理由として，神のつくりたもうた存在であるからだとか，ある

いは理性の持ち主だからだといった理由をつけてまいりました。けれども，今日我々が考え

るべきなのは，人間がそれぞれどのような属性を実際に持っているかということではなくて，
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我々はお互いに道徳的人格，モラルパーソンという属性を持った存在として相手を扱わなけ

ればならない。そういう約束事をして，それをもとに現在の社会，国家を形成しているんだ

という考え方を明らかにしたいということでございました。

そういうように考えて，それから国民主権との関係について，これもこういうように説い

てまいりました。

まずは，国民主権とは憲法制定権力が国民にあるというように考えて，そして一国の法体

系はこの憲法によって基礎づけられることになるけれども，重要なのは，この憲法制定権力

者が何のために，いかなる原理に基づく憲法を制定するかである。それが非常に重要なんだ

ということを強調してまいりました。そして，この点について，こういう表現の仕方，やや

非常にシンボリックな表現の仕方なんですけれども，こんなことも言ってまいりました。

憲法制定権の主体たる国民，「We the people」でありますが，国民が人格的自律権の観

念の導入を図る憲法典を提示した場合，そこには道徳理論上，一定の意味が発生すると考え

る。それを象徴的に表現すれば，憲法典を実際に定立した国民，現在の国民，さらに将来の

国民も包摂する国民として，各人の自律的生を可能ならしめる物語「narrative」を共有し，

憲法典はその物語を成文の形で表現したものであるということになるというような言い方を

してきたところであります。

以上，述べてまいりますと，憲法とはそもそも何なのか。憲法が保障する基本的人権とは，

対国家権力，政治権力との関係のものなのか，私人相互間にも意味を持つのかといった局面

に話は立ち至っているということになろうかと思いますので，次に（２）の話に移りたいと

思います。

ごく一般化して申しますと，近代法の法体系は，国家統治権の発動に関する公法というも

のと，しからざる私法というものとの二分論に立脚しまして，そして私的自治，あるいは私

法自治の原則と消極国家観とが一体化しつつ，全法秩序が観念されてきた。そして，憲法は

そういう公法秩序に属するものとして，その保障する基本的人権も対国家との関係のものだ

というように観念されてきたということが言えるかと思います。

１９世紀に入りますと，実証主義の時代でありまして，基本的人権という観念は次第に消

えていきました。そこで，憲法の保障する権利自由ということが主な関心対象になりまして，

そしてそういう権利自由は対国家との関係のものだというように理解され続けてくるわけで

あります。そして，この時期，総じて結社，人間の集まる結社というものについて非常に警

戒的な，消極的な見方が支配的でございました。その点も少し，いろいろな関係で今日はあ

まり立ち入ってお話しできませんが，注意しておく必要があるところであります。

しかしながら，１９世紀末から今世紀にかけて，各種の大規模組織が発生いたしまして，

労働組合だ，あるいは大会社だというような，あるいは政治団体と，いろいろな結社が，組

織が発生してきまして，社会的権力というように言われるものが誕生してまいりました。そ

れからまた国家も積極国家観に依拠して，社会経済のさまざまな分野にその活動を及ぼすよ

うになってまいりました。この過程はそうスムーズに運んだわけではありません。例えばア

メリカでは司法秩序の形成は州の役割なんですけれども，この州が，例えば労働時間を制限

する，あるいは最低賃金を定めるというようなことをしたときに，連邦最高裁判所がレッ

セ・フェール的な観念のもとに契約の自由を絶対視しまして，憲法違反だというように立ち

はだかったということはよく知られているところであります。やがて，ニューディール政策
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に象徴される新しい体制観がアメリカで受け入れられていくことになるわけであります。

それからまた，１９１９年のドイツのワイマール憲法では第２編「ドイツ人の基本権及び

基本的義務」という編において，個人，共同生活，あるいは宗教及び宗教団体，あるいは教

育及び学校，あるいは経済生活等に関して章を設けまして，詳細な規定を設けたということ

もよく知られているところであります。

そして第二次大戦後，ナチズム，ファシズム等の悲惨な経験への反省から，人権という観

念が復活いたしました。その定め方はもとより一様ではありませんけれども，第二次大戦後

生まれた憲法は，この人権について定めるということになってくるわけであります。そして

やがて，人権の私人間における妥当性の問題が浮上してくることになります。

アメリカ社会における人種差別，個人間の人種差別といろいろな理屈をつけて戦う裁判所

の努力，あるいはドイツにおける人権あるいは基本権の私人間，あるいは第三者関係といい

ますか，私人間効力論というような論が日本にも精力的に紹介されるようになりまして，日

本国憲法の解釈論としてどう受けとめるかということで，いろいろな議論が展開されたとい

うことは，あるいは御案内のところかと存じます。

理論的には，伝統的に，憲法の人権は私人間には関係がないんだという無効力説といって

おりますけれども，そういう考え方と，それから，今度は逆に直接効力，直接私人間にも妥

当するんだという考え方，それから３番目にやや折衷説的なんですけれども，間接効力，間

接的に効力を持つんだという３つの考え方が大ざっぱに分類しますとあり得るところなんで

すけれども，日本の学説として，この間接効力説が通説化してまいりました。つまり，人権

の保障規定は直接には対公権力との関係のものなんだけれども，私人間の人権侵害行為を排

除する必要かつ十分な立法措置が一般に期待できない以上，憲法の人権保障の精神に背馳す

るような行為を放置しておくことは許されない。裁判所は私法の一般条項などを通じて，そ

うした行為を排除すべきだという考え方，これがいわゆる間接効力説と言われるものであり

ます。

有名な三菱樹脂事件，最高裁判決，昭和４８年の判決も，ややそういう考え方に依拠して

説明しているということが言えるかと思います。憲法は私人間には及ばない，しかし場合に

よっては私的自治に関する一般的制限規定である民法１条とか９０条とか，あるいは不法行

為に関する諸規定などを通じて，憲法の趣旨を，人権の保障の趣旨を私人間に及ぼす場合も

あり得るという考え方を示したのであります。

資料１，（ロ）の最近の議論状況の方に移ります。

確かに，不用意に直接効力というようなことを言いますと，個人と公権力との関係と，私

人相互間の関係とが全く同一だというようにとらえられてしまう。そして，そうなると国民

の生活は極めて窮屈になってしまうのではないか。人権規定が公権力を拘束するというより

も，むしろ国民を拘束するものとなってしまいかねないといった危惧が，直接効力説を正面

からそのとおり受けとめますと，そのようになってしまう危険があるということはよくわか

るところであります。人と人との自由な結合，交流，取引ができなくなってしまうのではな

いか。私的自治が封殺される。むしろ，全体主義社会を招来するのではないかという危惧が

生じてまいります。

いわゆる間接効力説は，その辺りの配慮に基づいてのものだということができますけれど

も，折衷説が一般にそうであるように，その内容がいかにもすっきりしないというところが
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ございます。論理として間接効力というけれども，結局は無効力説のようでもあり，直接効

力説のようでもある，そういう批判の余地があり得るわけであります。

こうした点を考慮して，最近改めて無効力説が強く主張される，それを強く主張する立場

が登場してきております。憲法学会でもそういう主張をめぐっていろいろな議論が存在して

いるということであります。それはどういう考え方かというと，そもそも憲法というのは国

家の諸権力を創設し，その組織と手続を定めるものであって，その意味で憲法の名あて人は

国家権力の担当者ということになる，これが近代立憲主義というものだ，この近代立憲主義

に順化する必要がある，そういう立場からの無効力説であります。この主張の背景には，最

近の憲法改正論の中で，憲法で国民の義務ももっと定めよ，権利権利と言うから日本はおか

しくなっているのであって，国民の義務というものを憲法にもっとどんどん書き込めという

主張がこの憲法改正論の中に一つの潮流として存在しております。その警戒心が働いている

という，憲法というのは原点はもともと国家権力を統制するためのものであるという，その

原点に返ろうという趣旨ではないかというように思われるわけであります。

詳しくは立ち入りませんけれども，具体的には，この主張はこういう言い方をします。理

念としての人権というものがある。かつ国家と社会とを二元的にとらえる。そして，憲法と

民事法にこの理念としての人権がそれぞれ取り込まれる，具体化されるという理解の仕方の

ようであります。憲法に取り込まれた憲法上の権利はあくまでも対公権力との関係において

妥当するものであって，公権力を拘束するけれども，私法関係とは全く無関係であるという

ものであります。

この主張については，そもそも理念としての人権とは何かと。それは何を根拠にして想定

されるのかといった根本的な疑問がありますし，理念としての人権は私法秩序との関係では，

民事法によって具体化されるというんだけれども，民事法はもとより法律でありまして，そ

の法律は憲法と全く無関係，独立無関係であり得るのかという疑問があるのであります。民

事法は理念としての人権を具体化するというんですけれども，それは事実上そうだというこ

となのか，何か規範的な要求があって，要請があってそうなっているというのか。もし後者

だとすれば，その規範的要請とは何なのか。どこから来るのか。結局は憲法ということにな

るのではないかといったような疑問が浮かんでくるところであります。その点，詳しくここ

では立ち入りませんけれども，そこで時間もありますので，ではどう考えるべきなのかとい

うこと。（ハ）の方にお話し申し上げたいと思います。

特に子供たちに基本的人権を教えるということを考えたときに，どういう説明の仕方が適

当なのか。子供たちに教えにくい，教えるのは難しいという，そういう人権のとらえ方とい

うのはそもそも何なのかという話に別に言うとなるんですけれども，そこで，子供たちに，

君たちに人権について教えているけれども，日常生活で人権侵害だとか言ったり，いじめる

なと言ったりしても，それは憲法に言う人権とは何の関係もない，こういう前提で物を教え

るということができるのかどうかですね。

憲法が保障する人権と理念としての人権があって，憲法が保障する人権は君たちの相互の

関係，国民の相互間の関係には全く関係がない，無効力説については，あるいは，いわゆる

部落差別というのは実は憲法上の問題ではないんだというような説明の仕方というのは，子

供に人権を教えるときに，果たして迫力を持って話せるのかという疑問があるんです。

他方，この間接効力説のような説明と，これは法律家の中の技巧的な説明の仕方でありま
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して，これも中学や高校の段階で，間接効力だといって，これはまたわかってもらえるのか

というのも甚だ心もとないように思われます。

いじめの問題にこだわりますけれども，いじめといってもさまざまな形態があり得るとこ

ろですが，子供たちに，こういういじめこそ人権の問題の根幹に関わっているんだというこ

とを，私としてはぜひそういうものを原点に教えたいという気がするわけであります。先ほ

ど述べました人格的自律権の話，この人格的自律権の考え方は，およそ相手が私人であろう

と政府であろうと，基本的には変わらない話だというのが私の気持ちの中にあるんです。

社会契約説というのはありますけれども，この社会契約説というのは，個人と国家だけの

関係ではなくて，お互い同士の約束事を含んだ，そういう契約ではないか。そこからやはり

出発する必要があるんじゃないかというように思います。ですから，人権というのは，公権

力との関係，あるいは私人相互間でも妥当するものだということは，明確にやっぱりそこを

出発点にすべきではないかと思うわけであります。

ただ，その際，注意すべきことがあります。

１つは，その私人相互間では同じく人権を共有する国民の間での事柄であります。お互い

に人権を共有し合っている，そのお互いの関係の問題であります。我々はまさに自律に基づ

いて，いろいろな人と接し，いろいろな人と関係を結び，自己の生活空間を広げていくわけ

であります。そうしたことができるということ自体が人権の発露だとも言える。いわゆる私

的自治，契約自由であります。ただ，そこに行き過ぎがあったり，おかしなことがあれば，

法律や裁判を通じてチェックされていくということになります。ともかく，両者とも人権の

共有，主体間の関係だということをしっかり教え込む必要があるということであります。

もう一つは，我々は国家，政府をつくり，それに対して政治権力を独占させているという

ことを，これもしっかりと教え込む必要がある。この政府，政治権力はもちろん人を処罰し

たり，時には死刑を科したり，あるいは税金を取ったり，あるいは私人間の約束事を実現す

るために強制力を使ったりする，そういう力であります。

これらは我々が選挙をした議員によって構成される国会がつくる法律によって行われるこ

とになりますけれども，この法律がおかしかったり，適正に執行されなかったりすると，国

民にとって非常に大きな被害をもたらすということであります。基本的人権の保障が権力と

の関係で格別の重要性を持っているということも，２番目にぜひ教えておく必要があるだろ

うというように考えます。

資料１のⅣに移りたいと思います。

「法の精神，法の支配」の血肉化ということであります。

司法制度改革審議会意見書に書かれている言葉でありますが，ここで強調しておきたいの

は，司法制度改革は決して孤立した改革ではないということを強調しておきたいと思います。

情報公開制度の確立，規制緩和等の経済構造改革，あるいは地方分権の徹底化，あるいは国

会改革，行政改革等の一環として今般の司法制度改革は行われているということを強調して

おきたいのであります。

これらの改革を通じて，その根底には２つの面があります。

１つは，統治客体意識から統治主体意識への転換ということ，これは行政改革会議の最終

報告やあるいは司法制度改革審議会の意見書にも言及されている言葉であります。それから，

いわば「We the Japanese people」全体としての約束，物事を決めるという次元での話であ
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ります。

それからもう一つは，自律的な個人を基礎に，より自由で公正な社会を構築する。これは

まさに１３条で言われる「All of the people shall be respected as individuals」とい

う側面にかかわっている事柄であります。

この改革は，よく例えて言うのですが，２つの面がある。政治的フォーラム，公共的な討

論の場としての政治的フォーラムを活性化する。統治主体としての国民をもっとちゃんとし

ないといけないという面と，それから法の支配のフォーラム，国民の権利主体としての国民

にかかわる，これは司法改革ということになってくるわけでありますが，その２つのフォー

ラムをもっと立派なものにしようというのが，今回の一連の改革の趣旨であるということを

強調しておきたいのであります。

長谷部さんと杉田さんの「これが憲法だ！」という本を事務局から紹介されました。皆さ

んもお読みになったかもしれませんが，非常にいろいろな論点にわたっていておもしろく，

しかもわかりやすく読んだわけでありますが，この中で２人の共通しているところも多いん

ですけれども，２人の違いというものもありまして，それが非常におもしろかったんですけ

れども，長谷部さんの方は近代立憲主義というものの重要性を非常に強調する立場に立って

お話しされております。私自身も全く同感するんですけれども，したがってポスト・モダン，

もう近代は終わったというような言い方というのは，私自身は非常に危うい主張だと。簡単

に近代は終わったなんては言ってはならないんだというように思っております。しかし，同

時に近代立憲主義というのは，当時まだ君主制であったり，あるいは選挙が導入されても制

限選挙制であったりということで，国家は国民にとっていわば対象化された存在であったと

いうように思われるわけであります。現代のような時代に，そのままの形でやっていけるの

かというのが，やはり疑問に思うわけであります。その点，杉田さんがこのように言ってお

られるのは，私はこの杉田さんの主張に非常に共感するところがあるんです。こういうよう

に言っておられるんですね。

「２人の権力観の違いというべきものがあります。長谷部さんは，最も重大かつ危険な権

力は国家権力，公権力であるという点では伝統的な憲法学と同じ考えで，そのため憲法とい

うものを基本的には権力制限的にとらえようとします。そこでは，権力の暴走を防ぐという

自由主義的な立場が前面に押し出されることになります。それに対して，杉田さんはデモク

ラシーとか国民主権とかいったものをもう少し真剣に受けとめていますので，政治の主人公

が国民である以上，最終的には国民が権力についての責任を持つべきだという考え方をする

わけであります。」

ここに２人の考え方の違いがよく出ているように思います。

また，後藤田正晴さんが，去る対談でこんなことを言っておられるというのをちょっと紹

介しておきたいと思います。後藤田さんについては申し上げるまでもないと思います。

「もともと日本の戦前の政治というのは本当は官僚政治なのです。政党が支えたわけでは

ありません。ところが，戦争が終わった後は官僚政治ではどうにもならないということで，

政党中心の政治にだんだん変わってきたことは事実です。しかし，そうは言いながらも，そ

れでは本当に政党政治なのか，政党政治と言えば，やはり国の基本の政策を政党が責任を持

って基本方針を立てて，そのもとで役人が実現実行していくというのが本当のあり方です。

しかし，本当の意味で，それを支えているのは今でも役人ではないか。今の役人は，戦前の
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役人よりも玉が小さくなっているのではないかと思います。役所の窓からしか物を見ない。

勢い，各省の利害の対立というものがどうにもならない。それをコントロールするだけの力

を今度は政治が持っていない。その辺りに最大の欠点があるのではないですか」というよう

なことを述べておられます。

この後藤田さんのおっしゃっている言葉をどう受けとめるかということは，これはいろい

ろ大変な問題でありますけれども，時代はやはり国民主権のもとで変わらないといっても，

国民主権のもとで変わってきているところもある。しかし，十分でないところもある。そう

いうことで，この政治改革，行政改革ということが行われて，この政治のフォーラムという

ものを活性化する。そのためには統治客体意識，役所で治めてもらうといった考え方から，

国民が統治主体としてもう少し責任を負っていると，「We the Japanese people」というそ

の視点を強めていく必要がある。そういうことで行政改革のいろいろな中身はそれにかかわ

っているわけであります。

政治の活性化ということをやる一方で，個というものを，これも大事にしていかないとい

けないということで，司法改革ということがあり，そして，そのためには司法がもっと国民

の身近にならなければいけないということで，現在，法テラス，大塲さんが今一生懸命やっ

ていらっしゃいますが，この法テラスなどをつくったのも，司法をもっと国民の身近にして，

インディビジュアルとしての個人を助ける環境を整えていこうというようにしている。それ

が「法の精神，法の支配」の血肉化を図ろうという方向だということでございます。

そのことを踏まえて，法に関する教育というものも変わっていかなければいけない。法教

育というものに期待するところは非常に大きいということになってくるわけであります。

システムからの説明ではなくて，現実に生きる一人一人の国民の立場から法をとらえ，能

動的な姿勢で法に接するという必要があるのではないかということであります。まさにその

点，この協議会でいろいろ御議論なさってきているところかというように思います。

最後に一言申しておきたいんですけれども，中学の公民，高校の政治経済を書きまして，

両者がかなりダブっているという印象を私は強く持っております。同じようなことを繰り返

している面があるのではないか。仕組みとか図式の説明になると，かなりダブってくる。高

校の政治経済になれば詳しくなるということなんでしょうけれども，それよりも中学の段階

では，個として民主主義社会で生きていく上でどうすべきなのか。生きていく上で社会は何

を用意してくれているものなのか。その辺りの大きな筋道を中学で教えて，そして高校の政

治経済では，それを前提にして少しシステムとしての日本の政治や個人の生きる社会につい

ての基本的な知識を教えると。少しダブりをなくすような方向というものが考えられないも

のかというように思っております。

本当は文字どおり終わりでありますけれども，今ロースクールが３年目を迎えておりまし

て，教えることの非常に難しさと，楽しさもあるんですけれども，日々悪戦苦闘していると

ころであります。よく例え話で言うんですけれども，今まで京都大学などで教えていると，

わからないのは学生が悪いというように，挙証責任は学生にあると思ってきましたけれども，

ロースクールで教えていますと，わからないと先生の責任と，挙証責任はこちらに転嫁され

ているということでありまして，教えるということの楽しみもあるんですけれども，非常に

難しさというのをこの年になって痛感させられているわけであります。けれども，段々いい

教材というものができつつありまして，私は，ロースクールというのはこれから関係者の理
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解のもとに立派に成長していくだろうというように信じているわけでありますが，先程申し

上げたようなことを中学あるいは高校で教えるということは，法教育でこういう理念でやる

ということは言葉で言うのは簡単なんですけれども，現実にこれを教えるというのはなかな

か大変です。やはり図式に基づいて，これを覚えればいいという，これだったら簡単なんで

すけれども，君が生きる上で，いじめの問題を例えば人権の教材として使って，これを人権

とは何ぞやというのといじめを結びつけてしゃべるというのはなかなか難しい話だと思いま

す。

そういうわけで，生きる上で法がどういう意味を持ち，役に立っているか。人権というの

はどういうものか。そもそも人権とは何なのかというようなことを教えるというのは，これ

は非常に難しいことだろうと推測するわけであります。けれども，そこはロースクールの場

合と一緒で，いろいろやっているうちに，そしてやる前に教材として，今まさにそれは検討

して，特に文科省を中心に検討していただいているんだと思いますけれども，できるだけい

い教材を用意していただく中で，苦労しながら経験を積み重ねてやっていくしかないのでは

ないかと思いますけれども，この辺りも小学校，中学，高校の先生方，それぞれのプロでご

ざいますから，立派におやりいただけるものと，工夫しながらやっていただけるものという

ように考えているところであります。

いろいろ口幅ったいことや，やや抽象的で分かりにくいこともあったかと思いますけれど

も，以上で私の話とさせていただきます。

どうもありがとうございました。

土井座長 どうもありがとうございました。非常に貴重な意見を賜ったと思います。

それでは，どなたからでも結構ですので，御質問あるいは御意見等がありましたらお願い

いたします。いかがでしょうか。

山下委員 司法制度改革推進室の山下と申します。

憲法１１条と１３条のことに触れられたんですけれども，その間の憲法１２条というのが

ありまして，不断の努力によって守り，公共の福祉に従う云々というのがあったと思います

が，その最後の方で出てきました主体意識の転換ということからしますと，要するに法とい

うのは，書いてはあるけれども，そのまま社会で実現するわけではない。人が実行しないと

実現しないんです。権利も義務もそうですということを教える意味では，１２条というのは

結構いいのではないかと思うのですが，なかなか指摘されない。多分，日本の社会では，公

共の福祉に従うというところが逆に強調され過ぎてよくないのではないかなという気はする

んです。

１１条と１３条の間に挟まったこの１２条がなぜ強調されないのかがもしおわかりでした

ら教えていただきたいというのと，裁判を受ける権利というのがありましたが，もうこうい

う時代になっては私は本当は言葉も変えるべきで，裁判を求める権利と，もっと積極的な言

葉にしていかなくてはいけないのではないかなと思っております。

以上です。

佐藤先生 どうもありがとうございます。

１２条につきましては，御案内かと思いますけれども，個というものがまだ十分に確立さ

れていない段階で，抽象的に公共の福祉というものを振りかざして，そして１２条にちゃん

と書いてあるじゃないかということで，余りにも道徳主義的というか何とかで迫られてくる
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と，しかもそれに法的な意味を持たせて，人権を制限する根拠として使われると，これは非

常に困ったことになるということで，憲法学会では，これは訓示規定である，法的に意味が

ないんだというような説明をしてきたところであります。

私は，これまではやむを得なかったと思っています。そういうように，戦後のまだ古い体

質を残存しておった時代ですから，公共の福祉という抽象的な言葉で人権の制限を正当化す

るということが広く行われていた時代ですので，そのような受けとめ方がされてきても，学

会で大勢がそうだったとしてもやむを得なかったというように私は考えています。しかし，

今日申し上げたように，基本的人権というのは，もともとどういう性質のものなのか。そし

て，まず個というものがあって，そしてその個と同時に共生するという２つの考え方を人権

というのは本来的に持っているんだということがしっかり確立されれば，１２条ということ

を一つの根拠として強調するということもあり得るかもしれないし，依然として，いや，も

う基本的人権というのはそもそもそういうものだというなら，１２条もやや神棚へ上げてお

いてもいいということかもしれません。そこは説明の仕方でありますけれども，とにかく人

権というものの性質をしっかり押さえた上であれば，１２条を強調してもいいというように

思っております。

それから，「裁判を受ける権利」を「求める権利」というべきではないかという意見は，

私も同感です。

先程教科書を書いたときに，日本の多くの考え方，学会も含めてですけれども，一つの考

え方は，国民主権というものを掲げながら，結局は国家を与件として対象化して，そして国

家の活動に変なことをやらないようにというように制限するということに重点を置いて見て

いくという考え方です。そうすると，それはとりもなおさず，政治のレベルだけじゃなくて，

個人の一人一人のあり方についても，国民の一人一人のあり方についても，何となく距離を

置いた見方なんですね。

それから，もう一つの見方を紹介しましたけれども，国民が主人公になることはあり得る

んだ，しかし，今は主人公でないから国家は対象，戦うべき国家だ，そういうとらえ方，こ

れも，一人一人の個人が国家，社会の運営に積極的に関与していくということに対して必ず

しも積極的じゃないんです。結局，国民というのを集団的にとらえて，全体が主人公になる

かならないか。

いずれの見方をとるにしても，個というものが法の形成に関与していき，民事訴訟であれ

何であれ，裁判を通じて権利を実現するということは，それはひいては公共の問題，公共性

の空間を豊かにするものであるという意識が結局非常に希薄だったと思うんですね。そうす

ると，この「裁判を受ける権利」というのも，おっしゃったように，積極的に裁判を利用し

て国民が公共の場にかかわっていくという，そのような視点はなくて，裁判を受けようと思

ったら拒否されないよという程度に「裁判を受ける権利」がとらえられた。

そして，結果的にそれはどこに一番典型的にあらわれているかというと，法律扶助。民事

訴訟などの訴訟の法律扶助。日本は戦後，ほとんどなかったと言っていいんですね。国とし

て１億か２億ぐらい使ったんですか，弁護士会は法律協会でしたが，そこを通じて，弁護士

会が２０億ぐらいかつて使っておったんですかね。国の予算として１億か２億ぐらいしか，

数億しかなかったと思うんです。ところが，アメリカ，欧米などでは数百億，イギリスは１，

５００億ぐらいを貧困の人たちのために裁判するときに助ける法律扶助の制度があったんで
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す。ところが，日本の場合にその法律扶助が，こんな貧困というのか，不在という状態が憲

法上の重大な問題だということを指摘しないできたんですね。そこに，先程から申し上げて

いるような日本の憲法学，ほかの法律学もあると思うんですけれども，特に憲法学の重大な

すき間と言ったらなんですけれども，見落としてきた。それは，戦後の憲法学の体質のあら

われでもあったというように私は自分の自己反省も含めて考えているところであります。

少しいろいろなことを申しましたけれども，法テラスというのは，それからまさに脱却を

図ろうというものでありまして，非常に大きな転換だというように考えております。

土井座長 よろしゅうございますでしょうか。

いかがでしょうか。大杉委員。

大杉委員 文部科学省の大杉でございます。よろしくお願いいたします。

今日は，ありがとうございました。

先生が最後におっしゃられました中学校はもっと大きな筋道を学ばせてほしいというとこ

ろで，今日のお話がそのストーリーだと思うんですけれども，少しその中学生レベルの言葉

に置きかえて，こういう大きな筋だというところを御示唆いただければ，非常に参考になる

のと，もう一点，実は中学校の子供たちは，先生がおっしゃられた私人間効力の方が多分頭

に残っているのではないかと思うんです。人権侵害ということで，広く子供たちは憲法の規

定を守るのは私たちだというので，もう一つ，国を守るという側面もあることが十分認識し

ていない状況にあるのではないのかなという思いもしているんですけれども，その辺り，先

生が先ほど留意すべき点で，私人間相互の関係と国家権力を国に権力を独占させていること

の両方あるんだということでおっしゃられたんですけれども，そこを改善する。子供たちが

憲法を守るのは私たちだというのと，もう一つ，国も守るという，そこをうまく指導する何

かよいお知恵があったらお教えいただきたい。

佐藤先生 まさにそのような問題，何の妙案もなくて，私自身，中学でこういうストーリーで

というように資料２に書いてある，一人一人がかけがえのない存在，尊い存在であるという

ことと同時に，例えば物を買ったりすると，人がつくったものを買っている，食べているわ

けですから，我々が生きていく上で，いかに人に依存して，人のおかげで生きていられるの

かというその両面を何かうまく中学の時代に示せないものか。そして，一人の尊い存在とし

て生きていく上で，この我々の社会はどういう仕組みを用意しているのかということを，大

きなところでいいですから示せないか。我々が生きていく上で紛争というのは，争い事とい

うのは避けられない。そしてそれは，そこに書いておきましたけれども，人によっては人の

不幸を喜ぶところさえある。私は，人間の生きる，あまりきれいごとではなくて，やはり中

学の時代にいろいろな人間の側面を示すべきだと思っているんですね。その示し方は難しい

と思うんですけれども，その上で，そういう紛争とか，いろいろなトラブルがあったときに，

それをできるだけスムーズに解決する仕組みというのを日本のこの社会はどういうものを用

意しているのか。それを利用するためには，また君たち自身もそこにコミットして，いい仕

組みをつくるように努力しないといけないのですよという，その辺りのところを中学のあら

すじとして示していただければいいので，国会と裁判所との関係がどうだとか，あるいは両

院の関係がどうだとか，細かなところは中学の時代はいいのではないかという感じを持って

います。

ストーリーとしては，お配りしました資料２で書いてある，本当に圧縮しますと申し上げ
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たいのは全部そのことなんですけれどもね。

それから，中学と高校，二番目の御質問ですけれども，中学の段階では，公権力との関係

でどうだということは，まだ立ち入るのは，少し難しいかなという気がいたしますが，高校

の政治経済のレベルになったら，その辺りのことはもう少し強く，国家との関係のことはも

う少し強く強調してもいいのかなと。中学の段階では，自分たちが生きる上で，何を大事に

しないといけないか。お互いにどういうことをやってはいけないか。そこの社会生活上のル

ールの基本を，この法とか人権という言葉を通じて理解させるというのか，その辺りが中学

の教科書の本筋かなというように考えておるんですけれども，いや，この辺は皆さんもう何

回も御議論なさっているんでしょうから，私が今申し上げたことは何のヒントにもならない

かと思いますけれども，私は大筋としてはそのように考えているところです。

土井座長 そのほか，いかがでしょうか。鈴木委員。

鈴木委員 鈴木と申します。よろしくお願いします。

先生の教科書で憲法を学んできたので，今日も講義を受けているような感じで，非常に参

考になりました。

特に，私法の世界，民法だとかそういったものが社会権の発想もあるわけですけれども，

労働だとか消費者保護の方は教科書に出てくるにもかかわらず，民法の基本的な考え方だと

か，民事訴訟法の考え方みたいなものがどうものってこない。国が我々を守ってくれるのだ

という部分ばかりが強調されて，自分が何かをするというところが薄いような感じを持って

いて，何か私法関係のものを中学，高校あるいは小学校あたりでも取り入れられないかと思

って，土井先生なりにも相談をしていたところですけれども，今日の特に憲法の私人間効力

との関係，私法との関係ですね。こういったもので先生がおっしゃるようなストーリーが中

学生，あるいはそれをもっと大まかにしたところでの小学生に伝えられるといいのかなとい

うふうに思っていまして，今日の参考にさせていただこうと。ありがとうございます。

それから，私もいじめの問題，非常に注意をしていまして，一度は高校でちょっといじめ

のあったクラスで，法教育をやっているんだから何か言いなさいよとほかの弁護士から言わ

れて，そのクラスに押しかけたということがあります。ただ，いじめが起きて生々しいとこ

ろで，いじめはいけませんよなどという説教をしてもしようがないので，何を言ったかとい

うと，今先生がおっしゃったように，個々人が生きていくことをこの憲法あるいは国の法律

というのは大事に考えているのだ。そして，その自由というのがあるんだ。共生していくと

いうことで，みんなが相互の関係にある。それを自分が大事，他人が大事ということを共感

してほしいというのを法教育的な手法を使ってやりましたけれども，人権をどう教えていく

のか，どう理解していくのか，まだまだ現場の先生たちの中でも戸惑いが非常にあって，そ

れも今，大杉先生も言われていましたけれども，大きなストーリーがうまく伝わっていない

のではないか。むしろ先生がおっしゃった図式だとか言葉とか，そちらだけが先にいって，

それは憲法を学ぶことだとか人権を学ぶことだというような意識になってしまっている。

これは，先ほど先生が憲法の学会の問題だというようなことをちょっと出てきておりまし

たけれども，私はやはり我々弁護士たちも言葉をあまりに難しくして，そんなの人権問題だ

ねと言って終わりにしてしまう。本当に人権問題とは何なのかを説明してこなかったという

ところに，我々実務家の責任もあると思っているんですが，その辺りも法学の人たちと我々

とで共同して，国民の人たちに大きなストーリーを提示していければいいなと思っています
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ので，今後とも協力していただければと思います。

もう一点，これも意見になるんですが，ロースクールが最後に出ていたので，これもお願

いです。

昨日，東大の法学部に行って少しお話をして，かなり学部生も法教育に関心を持ってくれ

たのですが，これはもったいないと今思っていまして，学部生もそうですが，ロースクール

の学生にも，ぜひこの法教育の活動に学校現場だとか，あるいは学校から裁判所に法廷傍聴

に来るようなときに，活動として担っていただきたいなと思っています。アメリカでは，そ

ういうロースクールのカリキュラムもありますので，ぜひそのロースクールのカリキュラム

の中で，課外活動的でもよろしいので，そういう活動をサポートしていただければと思って

おります。

これも要望ですけれども，よろしくお願いします。

佐藤先生 どうもありがとうございます。

今，法科大学が立ち上がったばかりで，なかなか御案内は大変なんですけれども，しかし，

今おっしゃった点は私も非常に重要だと思います。エクスターンシップとかいろんな形，外

とロースクールの学生が接するということは大事なので，この問題というのは本当に根本中

の根本だと思いますので，少し心に入れておきたいと思います。

ありがとうございます。

土井座長 そのほかいかがでしょうか。御意見等ございましたら。

吉崎委員 最高裁判所の吉崎といいます。よろしくお願いいたします。

先ほどの「裁判を受ける権利」あるいは「求める権利」という議論にも触発されたという

面もあるんですが，今日の先生のお話から幅としては離れてしまうかもしれないんですけれ

ども，子供の法教育ということとやや離れて，大人になったところの法教育ということと，

それから司法制度の運用，特に新しい司法制度の運用というあたりで，何か先生の御知見が

あれば，伺えたらと思っております。

佐藤先生 これもなかなか難しい話ですけれども，大学というのは，最近生涯教育とか，かな

り年配の人たちも大学に入ってこられるようになりました。私が京都大学にいたときも，何

かもうびっくりして，どっちが先生かと，非常に年配に気を使ってしゃべったこともありま

すけれども，私の同級生なども定年になってから大学院に入り直して，そして法律を勉強し

たり，あるいはほかにいろいろ勉強したりするのもいるわけで，ですから，教育というもの

は大学が終わったら全部終わったということじゃなくて，社会が既に相当変容しつつあると

いうように思っているんですね。

ですから，そういう観点から法律，法についての教育について，これから裁判員制度もス

タートするわけですし，そういったいろいろな観点から，大学がもっと法律の観点から引き

つけるような，そういうカリキュラムであるとか，講座であるとか，そういう場を学部，あ

るいは場合によっては法科大学院の中でも将来的には考えていく余地があるだろうというよ

うに思っているところです。

それと，ロースクールが立ち上がって，特にそれぞれの地域，特に地方のロースクールと

いうのは，法情報の拠点になるべきだと思っているんです。法テラスはできて間もないです

が，やはりロースクールと連携しなければいけない。特に私のいる近畿大学があります東大

阪市では，中小企業の１５，６社ぐらいは世界に通用する中小企業があるそうです。
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ところが，東大阪市には弁護士事務所が一つもないんです。隣り合わせる堺市もほとんど

ないんじゃないですかね，１つか２つしか。

そういうことですから，恐らく中小企業の皆さんは法的なサービスの恩恵には全く縁がな

かったと思うんです。そこで，ロースクールなどは法律関係の図書をそろえるわけですから，

そして市民相談なんかもかなりやっておりますけれども，それをもっと法科大学院が力をつ

けてきたら，例えばふらっと市民の皆さんが見えて，それならこういう本がありますよとい

うことを紹介するだけでもものすごく大きい。それ以上やると，弁護士でない人がやるとい

ろいろ問題になってきますけれども，こんな本がありますよ，読んでみてごらんなさいぐら

いは，ライブラリアン，ローライブラリアンがちゃんとしたのがいれば，そういうサービス

もできてくるようになる。

そういうわけで，ロースクールがそれぞれの地域でしっかりした活動をしていくというこ

とが，今言った広い意味での法的な考え方，法的なサービスを広げていく一つの拠点となり

得るんじゃないか。ロースクールはぜひそうならないといけないと思います。ローライブラ

リアンなんかも，よく言うんですけれども，ロースクールに入って，仮に資格を取れないと

いう人がいたときに，その人がローライブラリアンとしてそこで中心になって活躍してもら

えれば，今言ったようなサービスというものを十分にやっていく素質を持つというようにな

るんじゃないか。世界は広いよというようにインカレッジしているんですけれども，いろい

ろなやり方が私はあり得ると思いますが，差し当たりはロースクールの機能をしっかりさせ

るということが，ひいては今言ったような広い意味での国民への法的な考え方の浸透，サー

ビスというものを厚みを持たせていく拠点になるだろうというように思っているところです。

土井座長 ほか，いかがでしょう。

はい，どうぞ。

大塲委員 法テラスの大塲でございます。

今のお話をお伺いして，法テラスはまだ立ち上がったばかりでありますので，情報提供業

務というのがどれぐらいできるかというのは，今試行錯誤を重ねているところです。今の佐

藤先生のお話で，東大阪の方でも弁護士がどれぐらいいるのか，あまりいないというような

話もありました。法科大学院も立ち上がって３年ということですけれども，これからいろい

ろ発展していくと，そういった法情報の提供の拠点となり得るというお話でしたので，これ

も法テラスもだんだん軌道に乗っていったら，そういった機能をより豊富に持てるようにな

ると思っておりますので，そういった意味での国民にとって司法とか法を身近にするという

方法としては，いろいろなところと法テラスも力を合わせてやっていく必要があるんだなと

思った次第でございます。

佐藤先生 ありがとうございます。ぜひまた法テラスの方から合意していただければ，連携し

ながらやっていければと思います。

土井座長 ほかいかがでしょうか。

本当に，私の場合はかつて伺った授業をそのままもう一度聞いたという部分もございまし

た。法教育という観点から見ても非常に貴重なことをおっしゃっていただいたというふうに

思います。

本日，強調しておられたモラルセオリー，道徳理論の問題，これをどう考えるのかという

ことは重要な点だろうと私も思います。モラルセオリーという言い方をすると，なかなか難
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しい部分もございますが，基本的になぜ人権を守らなければいけないのですか，あるいは人

権を尊重するのでしょうと問いかけたときに，一つの答え方は，憲法に決まっているからと

いう答え方がございます。決まっているから，もう決まっているんだよと。それがなぜとい

うのを聞くなという考え方がございます。それらの影響，御講演の中で１つおっしゃられた

実証主義という考え方です。

ところが，それに対してモラルセオリーが重要だとおっしゃられた趣旨というのは，恐ら

くなぜ人権が尊重されなければならないのか，なぜ我々の社会にとってそれが重要なのかと

いう問いを立て続けろとおっしゃっておられるんだろうと思います。

それをこの共同体をつくる我々が納得する形で説明をして，受け入れて，実現していくと

いうことが本来，人権ということの意味なんだと。そこを揺るがさせにすれば，他人がどこ

かで決めたことだから守らなきゃいけない。ところが，守らなきゃいけないのは，人が人と

して当然に行使できる権利だと言いつつ，それがなぜかということも深く考えず，どうも決

まっているからそうらしいというふうに教育してきたところもあるんじゃないですかと。や

はり人権というものは人が人として当然に守られなければならない，あるいは主張すべき権

利だと考えるなら，一人一人がなぜそれを尊重しなければならないのかということをみずか

らの頭で考えて，受け入れて実現していくべきものだと。それを考え続ける必要があるとい

うふうにおっしゃっておられるのだろうと弟子としては思うわけですけれども，その意味で

は，法教育で憲法の意義ですとか，そういう基本的なところをしっかり考えていくべきだと

言っているところと踏むところですし，私人間の問題もそのようにして一人一人が受け入れ

ていくべき人権であるならば，ある意味で国家だけを取り上げて，それを特別視する必要は

なく，人が人として共同体をつくっていく以上，当然守らなければならないものであって，

特に国家権力というのは権力を握りますので，それとの関係で特別に重視すべき点ではある

けれども，しかし，全く異質の問題ではないとおっしゃっていただいているのではないかと

思います。

それは，非常に重要で，先ほど先生もおっしゃられましたが，民事の問題だとかといいま

すと，何か個人個人の欲の問題で，お金を貸した返さないという話は，欲深い連中が何か争

ってやっているだけじゃないか，どこがそれが公共なんだというイメージがかつてからやは

りあったところがあるんです。しかし，本来はそうじゃないんで，人が人として生きていく

上で他人と関係を持って，そこで紛争が起きたときに正しい解決を実現していくというのは，

本来やはり公共の利益なので，そういう紛争を通じて，道理を通そうとして頑張っている人

たちに，公共の事柄で頑張っているんだという意識を持たさないというのは，やはり法の観

点からしたらおかしな話だったんだろうと思います。その意味では憲法と無関係ではなくて，

法というものをトータルにとらえながら，それぞれの役割をそれぞれの特色で考えていくと

いうやり方が望ましいのだとおっしゃっていただいたのは，法教育においても非常に重要な

ことではないかと思っております。

本当に先生，長い時間ありがとうございます。

佐藤先生 今のおっしゃったことで一言だけいいですか。

もうそのとおりなのですが，司法制度改革のときに国会に参考人に何回か呼ばれて，議員

の先生方にいろいろお尋ねいただいたことがあるんですけれども，ロースクールについて，

ロースクールは人権教育をやるんでしょうねという質問がございました。
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それはそうなんですけれども，いわゆる人権教育というよりも，ロースクールでやるべき

ことは，大事なことは，やっぱり人権とは何かというところを問い続けるところなんですと

いうようにお答えしたことがあります。今日私が申し上げたのは，一つの考え方であって，

これが正しいなんていうのは，私は自分が正しいと思っていますけれども，広く受け入れら

れていただけるかどうかは，それは全く自信がありません。けれども，大事なことは，今土

井座長がおっしゃったように，人権とは何か，なぜなのかということを問い続けることが大

事だと思っているんですね。欧米で，特に英米で人権とは何かというのは，憲法学者だけで

なくて法理学者からいろいろな人たちが，哲学者，哲学プロパーの人たちも含めて問い続け

ているんです。そういう姿勢というのか，それが物すごく大事で，それはロースクールであ

ろうと小学校であろうと中学校であろうと，私は，それは人間としてずっと生きている間問

い続けなければならない問題かもしれないというように思っておりまして，今日申し上げた

のは，本当に一つの御参考になればという観点から申し上げたにすぎないのでありまして，

自分のものが唯一正しいなんて決して思っておりませんので，そのように今日の私のつたな

い話をお受けとめいただければ幸いでございます。

ありがとうございます。

土井座長 どうもありがとうございました。

本日は，本当に貴重なお話を伺えたと思います。今後の法教育推進協議会の取りまとめに

当たっても，十分に参考にさせていただきたいと思います。

それでは，本当にありがとうございました。

佐藤先生 どうもありがとうございました。

土井座長 それでは，本日の議事はここまでにいたしたいと思います。

どうもありがとうございました。

－了－


